

























































































































































募 集 ・ 採 用
配 置 ・ 昇 進
教 育 訓 練










一 部 禁 止
禁 止
原 則 と し て 禁 止
一方申請を可とする
企 業 名 の 公 表
国 に よ る 援 助
事 業 主 の 配 慮 義 務
努 力 義 務
努 力 義 務
一 部 禁 止
一 部 禁 止
禁 止
適 法
双 方 の 同 意 が 条 件
（ 規 定 な し ）
（ 規 定 な し ）
（ 規 定 な し ）











































































































































































































































(10) Affirmative Action Review Report to President Clinton P29, 19 July 1995.
(11) グラス・シーリング委員会が1995年に発表した報告書（“Good for Business : Making Full Use of the
Nation’s Capital”）によると，機会均等が進んでいる企業では利益率が18.3％であるのに対し，機会均等が進
んでいない企業では7.9％であると報告している（出所：『アメリカにおけるグラス・シーリング』46頁，1996）。
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